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1. プロジェクト概要

「ステークホルダー・ESG経営とエシカル消費・サ
ステナブル調達の促進による共感経済の実現」プロジ
ェクトでは、企業側の「ステークホルダー・ESG経営」
の促進と、「エシカル消費・サステナブル調達」の促
進を目的としています。それには企業側の行動変容と
調達・消費側の行動変容の両面が必要で、これらを促
進していきます。

調達・消費側が、商品・サービスを生産・販売して
いる企業のESGレベルの比較を容易にできるようにな
れば、その比較評価によって優位な企業の商品が購入
されやすくなり、そうなれば、企業間のESGレベルの
競争が促され、そうして業界全体のESGレベルが向上
していくと考えられます（図1参照）。またそれにより、
芸術やスポーツの世界のような切磋琢磨により全体の
レベルが上がっていくように業界・市場・経済が生ま

れると考えています。
企業側については、ステークホルダー経営、パーパ

ス経営、ESG経営志向の強い車座の会のメンバーの企
業などの良い取り組みを、業界や企業を横断的に広げ
ていきます。主には、（1）SSIにおける企業やNPOの
みなさまとの場である「車座の会」で生まれたステー
クホルダー志向の課題を共有し、（2）エシカル・サス
テナブル消費・調達、エネルギー、環境、労働等の課
題解決を図っていきます。また（3）株式公開企業だ
けでなく中堅中小企業など多くの株式非公開企業にも
ステークホルダー・パーパス・ESG経営志向を広げて
いくことを考えています。

調達・消費側については、調達・消費者に、企業の
取り組みに共感いただいて、エシカルでサステナブル
な行動をしていただくことを促す取り組みを進めてい
きます。主には、❶エシカル・サステナブル調達・消
費ツールの開発、❷オンラインでの企業情報の収集ツ

ールの開発、そして❸利用業界・分野・
地域の選定と利用促進といったことを
計画しています。

2. 2024年の活動（取組と成果）

プロジェクトの目的を踏まえ、2024
年に行ってきた活動を紹介します。
[研究・実践について]

企業のESG情報とその情報をわかり
やすく比較するために不可欠の上記❶
❷のツールを準備する活動を行いまし
た。企 業 ESG 情 報 比 較 ツ ー ル（❶）
については、調達・消費者が、企業の
ESGレベル評価をユーザーが把握する
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立場を超えた自由な対話と自主性を重視し、
持続的な共創の場をつくる

ためのインターフェースとしてのウェブ
ベースアプリおよびスマートフォンアプ
リ（図2参照）の開発を行いました。PC
やスマートフォンといった手元にある情
報端末によって、商品・サービスを生産・
販売している企業 ESG レベルの比較を
容易にできるようにするためのものです。
これにより、企業などの生産者・販売者
と個人や法人の購買者・消費者の両者に
対して、現代のICT技術によって、この
ようなソフトウエア・アプリケーション
をつくり、技術的な実現可能性を示すこ
とによって、近未来において企業経営に求められるも
のを、企業等に示すことができるようになりました。

企業の ESG 情報の獲得（❷）は、多くの商品・サ
ービスを購入する際に、その商品・サービスを生産・
販売する企業を評価するために必須であり、本来、す
べての企業のESG情報があることが、購買意思決定
の前提にはなります。とはいえ、評価に必要な企業の
ESG情報は、企業の報告書やウェブサイトにばらばら
の形態で存在しており、その情報を体系的に収集し蓄
積する必要があります。その収集・蓄積実践の先行事
例として、連携している市民団体のグループ組織であ
る「消費から持続可能な社会をつくる市民ネットワー
ク（SSRC）」による「企業のエシカル通信簿」という
企業情報収集・評価活動に参加しています。こちらは、
業界別の売上高の上位10位以内の企業についてのESG
評価を行う活動です。中小企業に対して、その評価体
系によって自己評価をするといった活動もあり、これ
についても参加しています。この活動による企業情報
は一定程度、蓄積されています。

[教育について]
大阪大学全学教育推進機構における春・夏学期授業

「SDGs＋Beyondに向けた新しい共感・共助の経済づ
くり」にて、主に、学部生の数十名に対して、ソフト
ウエア・アプリケーションを紹介し、また、SSRCの
企業評価体系の基づく企業ESG情報収集と評価を行っ
てもらいました。学部の学生のみなさんには、企業の
調査といったこと自体がはじめてなことも多く、新鮮
であったようですが、企業の評価視点を知り、企業調
査を経験したことは、労働者として、購買者・消費者

として、投資主体としての今後には、よい学びとなっ
たと考えています。また、そういった学びを経験した
学生のなかから、特に、意欲のある学生たちに対して、
より具体的な勉強会を数回にわたって行いました。

3. プロジェクトの今後

2025年のプランを紹介します。ESG情報収集につい
ては規模を拡大したいと考えています。日本に存在す
る企業は400万存在し、そのなかでも情報公開レベル
の高い株式公開企業は約4000社、そのうちプライム市
場に株式上場している企業は1600社超が存在します。
また株式公開企業のなかで統合報告書を発行するなど
情報公開レベル高い企業は数百社は存在し、そういっ
た企業を対象として情報収集を検討しています。教育
については対象学生の規模を拡大してまいります。

企業のESG情報をさらに蓄積し、現実の調達・消費
における情報・ツールを活用しやすくして、社会実験
を行うことを計画しています。社会実験には、多くの
学生のみなさんに参加していただきたいと考えています。

このような活動と並行して、社会への提言も行って
まいります。大阪・関西万博会期中には、万博会場
において発表・対話の場をつくる予定になっています。
岸田前政権による新しい資本主義の動きのあと、さま
ざまな主体が経済をより良い姿に移行しようと努力し
ています。私たちの「共感経済」の取り組みは、経済
界の「三方よし」や「共助資本主義」の動きとも連携し、
インフレを超える賃上げによる実質賃金の向上を目指
しつつ、持続可能な経済社会実現のために社会のみな
さんとともに行動してまいります。
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調達・消費者、労働者、投資主体を含む「買い手」が、
良い企業・商品選択行動を行うことで、よい社会がつくられるメカニズム


